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【準備】 地震とマグニチュードについて
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地面が揺れることだが．．．．

地下に原因があってゆれる

「地震？なんだ ○○か」

「地震のような揺れ」

地下の岩盤の破壊によって揺れが発生し地面がゆれること。

地震の震源

地震のゆれ

⼀連の現象を「地震」と呼ぶ

マグニチュード

震度

逆断層

正断層

横ずれ断層

地震は断層運動
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断層のずれが⼤きくなると地表にもズレが現れる

（産総研 地震予知連資料）

熊本地震

⼤きなマグニチュードの地震は、広い断層のずれとなる

【準備】 地震とマグニチュードについて
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東海地震の予知

棚上げされた東海地震の予知

「⼤規模地震対策特別措置法に基づく警戒宣⾔後に実施される現⾏の地震防災
応急対策が前提としている確度の⾼い地震の予測はできないのが実情」

政府の調査部会報告

「東海地震に関連する情報」の発表を停⽌

国⺠の期待していた確率＞50％︖



⾒つからなかった 必然的な前兆現象
東海地震では、固着域の剥がれ（前兆滑り＝プレスリップ）
をとらえて地震予知を⽬指した。

昭和の東南海地震・南海地震の観測例から、加速度的な、変化を期待していた。

昭和東南海地震発⽣
前後の⽔準測量

昭和南海地震
発⽣前の潮位

2003年⼗勝沖地震（M8.0)は、陸地
に近いプレート境界で発⽣したマグニ
チュード8クラスの地震。

震源域近傍に、北海道⼤学のひずみ観
測点があった。

しかし、地震前に有意な変化は観測され
なかった。

プレスリップがあったとしてもM6.0以下と⾒
積もられた。

2003年⼗勝沖地震
の地震地滑り分布
（震源域）

⾒つからなかった 必然的な前兆現象

気象庁（2004 地震予知連会報）



2011年〜2015年 南海トラフの巨大地震のモデル検討会

① 南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会

② 南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性に関する調査部会

南海トラフの巨大地震による震度分布・津波高について
（第一次報告：2012年3月31日、第二次報告：2012年8月29日）
南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動に関する報告(2015年12月17日）

南海トラフ巨大地震の被害想定について
（第一次報告2012年8月29日、第二次報告2013年3月18日）

南海トラフ巨大地震対策について（2013年5月28日）

2016年〜2017年 南海トラフ沿いの地震観測・評価にもとづく防災対応検討ワーキンググループ

８回開催

３回開催

③ 防災対応のための南海トラフ沿いの異常な現象に関する評価基準検討部会

2018年〜 南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応検討ワーキンググループ

2012年〜2013年 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ

4回開催

2011以降、私の関わった内閣府の委員会

2021年 日本海溝・千島海溝沿いにおける異常な現象の評価検討委員会

2022年 日本海溝・千島海溝沿いの後発地震への注意を促す情報発信に関する検討会

南海トラフ地震臨時情報

北海道三陸沖後発地震注意情報

座長

最初の地震よりも後発地震（余震）のほうが
規模の⼤きな地震（気象庁調べ）

⽇時 場所 最初の地
震のＭ

後続地震の
最⼤Ｍ

時間差

1930/10/17 ⽯川県⻄⽅沖 5.3 6.3 ３分

1930/11/25 静岡県伊⾖地⽅ 5.1 7.3 １⽇

1931/12/26 熊本県天草・芦北地⽅ 5.5 5.8 ５⽇

1943/3/5 ⿃取県東部 6.2 6.2 10時間

1945/1/13 愛知県東部 5.6 6.8 ２⽇

1949/12/26 栃⽊県北部 6.2 6.4 ７分

1954/5/8 島根県東部 5.2 5.4 ８⽇

1959/1/22 釧路⽀庁中南部 5.6 6.3 ９⽇

1968/2/21 宮崎県南部⼭沿い 5.7 6.1 ２時間

1975/1/22 熊本県阿蘇地⽅ 5.5 6.1 １⽇

1982/3/21 浦河沖 5.0 7.1 ４時間

1984/8/6 橘湾 5.0 5.7 ２分

1989/10/27 ⿃取県⻄部 5.3 5.5 ６⽇

1990/11/21 ⿃取県⻄部 5.1 5.2 ２⽇

2003/7/26 宮城県中部 5.6 6.4 ７時間

2016/4/14 熊本県 6.5 7.3 28時間

「珍しい（全体の5%程度）ことではあるが、
不思議なことではない」

2016年熊本地震の最初の地震は、内陸で
は「過去最⼤の前震」

余震といえども、たまには最初の地震よりも⼤きくなる

気象庁作成

後発地震



気象庁の後発地震に関する注意の呼びかけ

気象庁
地震本部地震調査委員会 「⼤地震後の地震活動の⾒通しに関する情報のあり⽅」報告書
（2016年8⽉19⽇）をうけ、顕著な地震発⽣後に注意を呼びかけることになった。

⼤地震後の報道発表における防災上の留意事項
n 「最初の地震と同程度の地震」への注意の呼びかけを1週間程度⾏う
例） 2022.3.16福島県沖の地震（M7.3）後に
「過去の事例では、⼤地震発⽣後に同程度の地震が発⽣した割合は１〜２割あることから、揺れの強かった地域では、地
震発⽣から１週間程度、最⼤震度６強程度の地震に注意してください。特に今後２〜３⽇程度は、規模の⼤きな地震
が発⽣することが多くあります」

n 1 週間程度後、平常時よりもどのくらい地震発⽣確率が⾼いかを伝えて、注意
を呼びかける。

例）2022.3.24「福島県沖の地震活動は、16⽇の地震発⽣当初は活発でしたが、時間の経過とともに低下し、今回の
地震と同程度の地震が発⽣する可能性は、地震発⽣当初に⽐べ低くなりました。
しかし、この３⽇間（３⽉21⽇から３⽉23⽇）で震度１以上を観測した地震は20回発⽣するなど、平常時より地震

が多い状況が継続しており、現状程度の地震活動は当分続くと考えられます。
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余震の頻度は
本震からの時間に反比例する

⼤森・宇津則

実際の「余震」は、このような場合も多い

尾形のETASモデル
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地震の統計的法則



地震規模の統計的性質 ⼤きな地震ほど頻度が⼩さい
Gutemberg-Richter Law

そのマグニチュードよりも
⼤きい地震の総数
N(M|M>M0)

マグニチュードが１⼤きくなると、頻度は約1／10となる。
10年間に⽇本とその周辺で発⽣した地震の震源

M0

N

地震の統計的法則

南海トラフ地震の⻑期評価 （地震本部）
３つの30年発⽣確率 （地震本部）
直近の地震と次の地震との間隔の期待値

① 平均間隔 157年 → 3％
② 平均間隔 119年 → 25％
③ 時間予測モデル 88年 → 80％

③に基づき30年で80% 保守的な想定

南海トラフ地震の知⾒
知られている過去の南海トラフ地震から⾒た知⾒
• 駿河湾から四国沖の地域が震源域となった

• １００­２００年間隔で発⽣している

• 紀伊半島の東⻄の震源域で同時または同時期に発⽣している



① 南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの⼤規模な
地震と関連するかどうか調査を開始した場合、または調査を継続している場合

② 観測された異常な現象の調査結果を発表する場合

に、発表される

調査中

巨⼤地震警戒

巨⼤地震注意

調査終了

M6.8以上の地震発⽣、スロースリップ（ゆっくりすべり）の発⽣など
があり、評価検討会の開催を決めた時

M8.0以上の地震（半割れ）が発⽣したと評価したとき

M7.0以上の地震（⼀部割れ）が発⽣した、または異常なスロー
スリップが発⽣したと評価した時

発表の基準にあてはまらないと判断した場合

普段よりも地震が起きやすいが、低い確率南海トラフ地震臨時情報

南海トラフでは「半割れ」（M8クラス）と「⼀部割れ」（M7クラス）で発表される

世界の沈み込み帯の事例
M>8.0の地震96事例中7⽇以内に隣接地域
で同規模の地震が発⽣したのは11事例

世界の沈み込み帯の事例
M>7.0の地震1368事例中7⽇以内に隣接
地域で同規模の地震が発⽣したのは24事例

南海トラフ地震臨時情報

M8クラス M7クラス

12% 1%



南海トラフ地震に関する気象庁の情報
「普段よりも地震発生の可能性が高まったという情報」

地震発⽣ 半割れケース (M8) ⼀部割れケース (M7)

南海トラフ地震関連解説情報

南海トラフ地震関連解説情報

南海トラフ地震関連解説情報 南海トラフ地震関連解説情報

南海トラフ地震関連解説情報1週間

2週間

南海トラフ地震臨時情報（調査中=評価検討会開催）5〜30分

南海トラフ地震臨時情報
（巨⼤地震警戒）

南海トラフ地震臨時情報
（巨⼤地震注意）2時間

南海トラフ地震臨時情報

普段と異なるスロースリップが発⽣

「ゆっくりすべり」の評価とは

ひずみ計等で有意な変化として捉えられ
る、短い期間にプレート境界の固着状態
が明らかに変化しているような通常とは異
なるゆっくりすべりが観測された場合

調査開始基準に達する

5〜30分

2時間

南海トラフ地震臨時情報
（調査中=評価検討会）

南海トラフ地震臨時情報
（巨⼤地震注意）

南海トラフ地震関連解説情報

南海トラフ地震関連解説情報南海トラフ地震関連解説情報

南海トラフ地震関連解説情報

南海トラフ地震関連解説情報
(随時）

現象終了後、
継続時間と同程
度経過南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会（旧気象庁庁舎）

普段よりも地震が起きやすいが、低い確率



北海道三陸沖後発地震注意情報

想定震源域

想定震源域に影響を
与えるエリア（D）*3

北海道三陸沖、想定震源域
(内閣府）

D 

D 

D D 

北海道沿岸では17世紀に超巨⼤地震が発⽣した
ことを表す津波堆積物が発⾒されている。

さらに過去の津波堆積物の解析結果から、およそ
400年間隔で発⽣していたらしい。

・次の超巨⼤地震が切迫している
・やや⼩さめの地震により、超巨⼤地震が誘発され
ることもある。（M7.0以上で100回に1回）

下図の範囲でM7.0以上の地震が発⽣した場合
には「北海道三陸沖後発地震注意情報」を発表
して注意を呼びかける。

地震本部

どのような対策があり得るか

どうしたらよいのか（その１）

低確率にみあうコストの対策をおこなう
「多数」を対象とした対策と、「個」の対策は異なる。
1. 「多数」を対象とした対策例

• 役所・消防・警察・メディアなどは、夜間のシフトを⼿厚くして、地震発⽣後の活動開
始までの時間を短くする

• オフィスでは、テレワーク率を⾼めて、地震時の混乱を減らす
• ⼯場や作業現場では、危険な作業時間を減らす

2. 「個」の対策例
• 津波避難場所までのルートの確認
• 家具の固定の確認
• 寝室を安全な場所に変更する



どうしたらよいのか（その２）

⻑期的に地震の発⽣確率が上昇したことを考慮した対策を⾏う
• 備蓄のみなおし・積み上げ
• 在庫の⾒直し・積み上げ
• 耐震性の低い家からは引っ越す
• 応急の耐震補強の実施
• 壊れる可能性のある箇所の補修部品の調達
• その他、⾃宅・職場で検討してください。

どのような対策があり得るか

参考資料 1-1 日本国内では、等しくどこでも地震が起きるわけではない。

多くの人は漠然と知っている。
専門家は知識として知っている。

このギャップは商売になる？



「１ヶ⽉以内に地震が起きる」 はどのくらい当たるか︖

ある場所から
50km以内で
４週間以内に
M4以上の
浅い地震が起きる確率

参考資料 1-2

NEWSポストセブン
2021.10.04
MEGA地震予測

「ここで地震が起きる」
と予⾔したときに、どの
程度あたるか︖

（気象庁⼀元化震源）


